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前稿で紹介したように，グレイらは近著“Accounting & Accountability-Changes and 
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IEU条約J (1992) , I従業員・労働組合」については， Iローマ条約J (1957) 以来， I 自
然、環境」については， I沈黙の春J (1962) 以来の ICERCLA (スーパーファンド法)J (19 





(1972) やイギリス・会計基準委員会 (ASSC) の「コーポレート・レポート J (1975) など
があげられており， リノウズについては， I社会的責任と会計の聞の可能な連結を検討した最
初の一つである J (p.98) と述べ，その構造について説明しているが，長所・短所の両方に言
及し，社会的なものと経済的なものを一つの報告書に結合することは社会会計にとって困難な
挑戦である (p.98) といい，その実行不可能性について述べている。ついで，グレイらは「コ






な図」を示すものとして， I総インパクト会計J (マシュウズ〉をあげている (p.101)。これ
については，前に述べたリノウズやアプトなどが有名であるが，事例としては Cement Corｭ
poration of lndia Ltd. の「社会会計報告J (1981) や， The Eastern Gas Fuel Associate 
の「報告J (1972) をあげている。そしてさらに， Deutsche Shell の「報告J (1975) を
あげ，この事例は内部的に一般化された基準と企業の社会目的とを関係させているとしている。
さらに， Atlantic Richfield (1977) の例があげられているが，そこでは叙述方式と物量方式
がとられている。
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of Minneapolis (1974) と BankAmerica (1974) の例があげられる。さらに「従業員報告」
としては，とくに付加価値計算書について触れ，パーチャルらの説をひきながら，その凋落に
ついて述べている。 (p.116)。そして，人的資源会計 (HRA) について，従業員報告と関係さ
せて論じている。また， r自然環境報告」は，最近重要視されてきたといい， Phillips Screw 










(CEP) などが有名である。いま，そのうち CERES (非政府組織)と ICC (国際商工会議所
連合一国際的企業組織)などの報告内容をみると，表11-1 のようである (pp. 130-1) 。
つぎに，世界的な企業社会報告実践の調査についてみてみると，表11-2 (p. 143) のよう
に，イギリスの各企業は環境情報を開示している。これは国連の資料であり，サンフ。ルはフォ
ーチュン誌の“Global 500" から産業ごとの代表企業について行ったものであるが，サンプル
企業の97%が環境情報を報告している。しかし，国連 (UNEP IE) が開拓的な100社の環境
報告の質について検討し(1994)，そのレベルを五つの段階(第 1 段階…年次報告書のなかの
短い報告。第 2 段階…独立の環境報告書。第 3 段階. .環境管理システムにリンクした年次報告
書，しかし数値より叙述。第 4 段階. .年次報告書にリンクした環境報告書。第 5 段階. .サステ
ーナブル・ディベロップメント報告書〉にまとめているが (p.133)，これらの会社の39%は第






(7) 原表では，これ以外の組織として， WTTC (1992) と ISSI (国際鉄鋼協会1992) が紹介されてい
るが省略した。なお，表の数字は各組織規程の該当番号である。
(8) 原表では，業種別にも同じように集計されているが，紙幅の都合で、省略した。なお，業種(会社数)



































E インプット/アウトプット表 : 
「インプット J : 2 : 6&8 
14 材料消費 1 2 1 
15 エネルギー消費 : 4 : 8 : 
16 水消費
「プロセス管理J : 5 : 8 : 
17 健康と安全 : 5 
18 EIAs &リスク管理 : 5 : 5 : 
19 事故と緊急応答 : 5 : 12 
20 上地汚染と修復 : 7 : 5 : 
21 生物種 ! 1 ! 5&8 : 
「アウトプット J : 3 : 6日 16 : 6 




26 運輸 : 
「製品J 1 6 1 6&7 1 6 
27 ライフサイクル・デザイン : 
28 包装 ; 
29 製品インパクト : 6 : 6 














































表 11-2 環境ディスクロージャー(イギリス) (要約〉
全産業 203社








































何らかの環境情報を開示している会社数 196 97 







がより大きな歴史的インパクトをもっているからであると (p.144) 。 これら両国の企業社会








(9) Cf. United Nations, Environmental Disclosures:・ International survey 01 corρorate reρ>orting 













データ年 i 1977 i 1983 i 1993 
カナダ
サンプル数 : 500 : 50 : 88 98 



















その他 : 2 : 0 
1 ページ以上開示の% : 14 : 26 : 
独立冊子を使用して









また，非政府組織のうち， CERES の 10か条もよく知られており， CEP も企業の社会業績の評







(10) Cf. Tokutani, M. , Kawano, M. , A Note on ]apanese social accounting literature, 
































(11) Cf. Kokubu, K. , Corporate social activities and disclosures in Japan, working ρ。ρer ，
Osaka City University, 1993 
(12) Cf. Yamagami, T. , Kokubu, K. , Note on corporate disclosure in Japan, Accounting, 
Auditing and Accountability Journal , 4-4 
(13) Cf. Nishiguchi, K. , Social disclosure of Japanese companies, in Social Disclosure:・ An


























その一例は“Toward Sustainability" と題する環境の「第 5次行動プランJ (1993) である。





(14) Cf. Kokubu , K. , Tomimasu, K. , Ethical Disclosure Embedded in the Japanese Socioｭ
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前掲の表111-1 に合併・要約したが (p. 173) , イギリスの企業は，他方，
(p.175) 。れる
なお，環境報告には，①叙述的な業績報告，②量的な環境勘定，③財務的環境報告の三つが








ローチは企業のサステーナピリティの理解の第 1 のステップと考えられ， rエコ・バランス」
がその有名なものであり， ドイツやオーストリア・スイスなどで発展した。すなわち，インプ
ット面ではすべてのインプットと使用エネルギー，アウトプット面では製品・排出などが含ま

































































































































一?一 一一一 員ャ ヤ一年 数一業ジ一ジ一タ ル 従ロ ロ
一一プ一のク一ク
一デ ン かス ス一 サ らイ イ一 一何デ一デ
調 査
の平均ベージ数 3.36 l. 68 2.04 (全社)
何らかの倫理情報 25社 20社 25社 129社
の会社数 100% 80% 100% 86% 
ページ数 0.81 0.50 






報を提供しているのに対して， 35%が量的あるいは財務的情報を準備している。同様に， 66% 
が訓練・生涯開発のなんらかをディスクロージャーしている。そして， 46%が訓練の方針を，






であり，付加価値がそれに続いている (43社) (p.195) 。 しかし，彼は付加価値計算書を批判
して，それはその計算方法により付加価値が多く表示され，不適切であるといっている (p.







































ム J (STEAG, Saarbergwerke AG)，②伝統的な従業員に向けられた社会報告の拡充 (Rank
Xerox , Bertelmann AG)，③企業目標会計・報告 (Deutsche Shell)。また，とくに影響
















いる。前掲の表llI-3 はアダムスらの調査を引用して，合併・要約したものであるが (p.205) ，
それによると，サンプル企業の大多数によってディスクロージャーされた項目は，消費者関係
(63%) であり，政治献金・活動報告は51%となっており，驚いたことには地域社会参加や公
























数 O. 1 
O. 05 
。





































れないと， r価値に基礎をおいた文化」やより倫理的な組織は出てこない (p.218) と。また，
財務報告は，財務会計システムによって支持されねばならず，外部報告は内部会計・情報シス
テムを実際に動かす。また，成功的な組織は，その意思決定の中心へ直接的なコスト節約/利






































ーナブルな企業、活動の方向で、ある (p.224)。増大するよい環境経営は， TQM (全体品質管理
システム)の本質的な構成要素とみられる。しかしながら，このような領域は，本質的に「環
境効率性」の問題にかかわるものである。 rサステーナピリティ」の概念は， r環境効率性」






達成される J (p.224) とし、う事実を明らかにするために用いられる。「インベントリ・アプ
ローチ」は，組織によって使用された自然、資本の種々の範時の消耗あるいは増加を認識・記録
19) Cf. Milne, M. J. , Accounting, environmental resource values and non-market valuation 




































































(20) 前稿では主として本書の理論的部分 01 ・ 2 ・ 3 ・ 10)，本稿では事例的部分 04 ・ 5 ・ 6 ・
7) を取り上げたが， より詳細については，本書の翻訳が進められているので，出版時にはそれを参
照されたい。
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